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Abstract 
This paper aims to marshal the flow of Japan’s postwar education policy. The subject covered in this study is education 
policies of the national government in order to understand about the flow of education policies which control overall 
education system in Japan. The result shows that GHQ democratized Japan and pushed education reform with democracy and 
liberalism to abolish militarism in the immediate postwar period. This was the most important democratization policy for 
GHQ. The policy maker was GHQ without relation to some political parties. Afterwards, the policy maker was replaced by 
the Liberal Democratic Party in Yoshida, Hatoyama and Kishi cabinet. And Education policy was to defuse the conflict 
between the teacher’s union and the Liberal Democratic Party. These mean that Education became political issue in the 
period from the end of World War II to 1950s. 
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１．問題関心
 本研究の目的は、戦後日本における教育政策について、政策研究の立場から流れを整理することに
ある。 
 そもそも、教育政策とは何かについて、学術的に整理が進んでいるわけではなく、教育に関する政
策のことを、広く一般的に教育政策と呼んでいるに過ぎない。現状では、各ディシプリンから各々が
「教育という事象、または営み」を分析していることがおおよその実態と言えよう。本稿においても
教育政策を定義したり体系を示すことは重要な研究課題であるという認識に留め、教育に関する政策
のことを教育政策と捉えて検討を行う。 
研究対象については、主として、中央政府レベルの教育政策とする。中央政府レベル以外にも、当
然、様々なレベルがあるのだが、本稿では、教育政策の範囲を大きく設定し、日本全体を動かす政策
的な大きな流れを理解し、個々の教育政策をとりまく基礎的背景を捉えることに貢献したい。したが
って、文部科学省を中心とした政府や、首相官邸、自民党文教族のような国会議員らが関係している
ことを視野に入れている １。戦後日本の教育政策をまとめた研究や文献はいくつか挙げることができ
る ２。ただし、これらは教育政策の論点や、各時代のトピックを網羅的に扱っている、または歴史研
究の立場から整理されている。ゆえに、政策の流れや動態をつかむためには、既存の成果を踏まえて
改めて整理を行う必要がある。 
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２．分析の視点 
 本稿で視野に入れている政策研究は、政治学や行政学からのアプローチによるものである。政治学
や行政学においても分析の視点や手法は様々あるが、政策過程を分析する際には、政策過程における
アクターに着目し、アクター間の影響力関係（相互作用）を抽出するアクター論がしばしば用いられ、
西岡の検討が参考になる ３。アクターが多元的であることを捉え、多元的なアクターによる相互作用
の帰結として政策を把握することを可能にするものの、多くの場合は権力過程の分析となっており、
政策の長期的・歴史的な展開までは明らかにしきれていないという限界があることを指摘している。
ゆえに、政策過程と政策内容とを別々に検討するのではなく、相互の関係についてまで範囲を広げて
検討する必要がある。この点、教育行政研究における教育政策過程の検討について小川の整理が参考
になる ４。教育行政や教育制度の研究では、多くが法制度の創設目的や成立過程、仕組みの説明・解
釈等を扱う法解釈学的な法制度研究であったという。また教育政策研究の多くは、政策の立案・決定
に対して、「文部省-対-日教組」という二項対立的な分析枠組みを軸に、文部省-教育委員会-学校を主
に対象とした教育行政機関内部に限定した分析であったという。そして、法解釈学的法制度研究と二
項対立的分析枠組みによる教育政策研究は相互に無関係に研究が行われてきたことも特徴であると整
理している。 
 「行政学の特徴」から政策研究へのアプローチについてさらなる検討を加えるために、西尾の整理
から示唆を得ることができる ５。行政学には、制度、管理、政策の 3 つの視点があるという。行政国
家現象に着目する場合は「制度」に視点を据え、職能国家現象に着目する場合は「管理」に視点を据
え、福祉国家現象に着目する場合は「政策」に視点をおく。また、行政活動を研究対象とするときに、
政府の特定領域の行政活動について研究が専門分化した管理学があり（例えば、教育行政学・保健管
理学）、あるいは、特定領域の公共政策について研究が専門分化した政策学がある（例えば、応用経済
学・都市計画学）。これらの特定領域ごとの管理や政策の研究は、行政府の所掌事務に対応しており、
いわば縦割りになっている。他方で、行政学は行政府（または中央省庁全体）の総括管理機能を担う
官房系統組織に対応する、いわば横割りとなる。特定領域ごとに縦割りの管理や政策の研究の場合、
各専門領域に関する政策・行政サービスの拡充発展を志向し、政策に傾斜する。横割りの特徴をもつ
行政学は、行政資源の膨張抑制と適正配分を志向し、管理に傾斜する。本稿では、政治学や行政学に
依拠した政策研究に関心があるため、行政学がもつ横割りの特徴を摂取し、管理の観点を内包するこ
とができよう。 
 以上のことから、本稿が志向する政策研究において基礎的情報となり得る、次の 3 つの視点から整
理を試みる。第 1 に、政策形成の主体である。政策形成は誰が行うのか、誰の影響力が強いのか、さ
らには、政策形成主体の意図や思惑、政策形成主体をめぐる利害関係などについて焦点をあてる。第
2 に、政策の内容である。具体的な中身や主旨について確認する。第 3 に、管理である。教育をどの
ように管理するのかについて焦点をあてる ６。 
３．事例 
３．１ GHQによる民主化：1945年～1946年 
1945年 8月の終戦によって、日本は連合国軍の占領下におかれることとなり、1952年のサンフラン
シスコ講和条約発効までの期間は、国政はすべて占領行政の下に行われた。したがって、特殊な状況
下で民主化政策が展開された。この点、連合国軍最高司令官総司令部（以下、GHQ）は対日占領政策の
実施機関であったのだが、占領政策における、GHQ と日本政府との関係については様々な歴史見解が
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あるため、慎重な検討を要する。本稿では GHQ と日本政府の関係について評価できる準備はないが、
少なくとも、日本政府に対して GHQ は占領政策における強力な権限を有しており、GHQ の方針に反す
る日本政府の取組みは認められなかったと理解することは、問題ないであろう。そのような中での終
戦直後の教育改革では、政党とはほとんど無関係に進められた ７。日本側で改革の具体策策定の担い
手は、学者、文化人を中心に構成された教育刷新委員会であり、その答申にもとづいて、戦後教育の
骨格を定めた「教育基本法」や「学校教育法」「教育委員会法」が制定された ８。 
（新日本建設の教育方針） 
さて、1945 年 9 月 15 日に文部省は「新日本建設の教育方針」を発表した。これは、戦後教育の基
本方針を明らかにしたものであり、また占領教育政策の具体的な方針や指令を GHQ が示す以前に発表
されたものである。したがって、GHQ が関与しなかった日本側の教育方針を知るためには、注目すべ
き方針と言える。以下では「新日本建設の教育方針」の内容を概観していく ９。 
民主的・文化的国家の建設のために、教育の方向性として、軍国的思想および施策を払拭し、平和
国家の建設を目標に掲げ、国民の教養の向上、科学的思考力の涵養、平和愛好の信念の養成などが重
点目標とされた。具体的な事項については、教科書、教職員、学徒、科学教育、社会教育、青少年団
体、宗教、体育、文部省機構改革が取り上げられた。1945年 10月 15・16日には、都道府県ごとに国
民学校長、青年学校長を対象とする講習会を開催して新教育方針の普及徹底に努めた。また、文部省
は新教育は個性の完成を目標とすべきものであり、そのために自由を尊重し、画一的な教育方法を改
め、各学校および教師の自主的・自発的な創意工夫によるべきこと、さらに科学的教養の深い、道義
心の強い、品格ある個性の完成を強調している １０。 
（4大改革指令） 
1945年 10月から 12月にかけて、GHQは 4つの教育に関する指令を出し、速やかに実施することを
要請していた。文部省は占領政策をうけ戦時教育体制を根本から改めるとともに、戦後の新教育建設
について積極的な改革の諸方策を立てるために省内で協議を進め、具体的な改革の方針も立てようと
していた １１。 
（１）1945年 10月 22日に「日本教育制度に対する管理政策」が出された。教育内容、教職員、及
び教科目・教材の検討・改訂についての包括的な指示と、文部省に GHQ との連絡機関の設置と報告義
務とを課したものである。教育内容では、軍国主義的イデオロギーや、極端な国家主義的イデオロギ
ーの普及を禁止し、軍事教育の学科や教練を廃止することが指示された。また、基本的人権思想に合
致する諸概念を教授したり実践することを奨励すべきだと指示した。教職員には、軍国主義者や極端
な国家主義者を罷免したり、自由討議を奨励した。教科や教材については、軍国主義的なものや極端
な国家主義的なものを削除し、新しい教材や参考書を準備すること、また、初等教育の正常な実施や
教員養成を優先することが指示された。 
（２）1945年 10月 30日には「教員及び教育関係者の調査、除外、認可」に関する指令が出された。
軍国主義的、極端な国家主義思想を持つ者の教職からの排除することを指示したもので、これによっ
ていわゆる教職追放が行われることとなる。 
（３）1945年 12月 15日には「国家神道、神社神道に対する政府の保証、支援、保全、監督並びに
弘布の廃止」に関する指令がだされた。いわゆる神道指令である。信教の自由を確保するとともに、
国家と宗教とを分離することや宗教の政治的目的による利用禁止、公教育の場での宗教教育の禁止を
求めた。また、公文書において、国家神道や軍国主義、過激な国家主義を連想させる用語を禁止した
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り、政府や自治体が宗教儀式を行うことを禁止したり、役所や学校などで国家神道の象徴となるもの
の設置を禁止した。 
（４）1945年 12月 31日には「修身、日本歴史及び地理の停止」に関する指令がだされた。これは、
修身、日本歴史および地理のすべての授業をただちに中止し、教科書、教師用書の回収、代行教育計
画実施案および新教科書の改定案の提出を指示している。 
 
（米国教育使節団報告書） 
1946年 3月 5日は、米国教育使節団が来日し日本国内視察も行い、1946年 3月 30日に報告書をま
とめた １２。報告書では、従来のわが国の教育上の問題点を鋭く指摘、批判し、民主主義、自由主義の
立場から教育のあり方について述べている。GHQは 1946年 4月 7日に報告書の全文を公表した。マッ
カーサーは声明で、同報告書が、日本教育制度の近代化に、重要な指針となる勧告であることを明示
した １３。実際に、戦後日本の教育改革では『第 1次米国教育使節団報告書』が示した構図に沿って行
われることとなり、日本近現代教育史において、改革の立案・実施に大きな影響を与えたと評価され
ている １４。 
報告書の内容は、（１）日本の教育の目的および内容、（２）言語改革、（３）初等学校および中等学
校における教育行政、（４）教授法および教師養成教育、（５）成人教育、（６）高等教育について述べ
られている。報告書の作成経緯や目的・主旨については、報告書は征服者の精神で書かれたものでは
なく、経験ある教育者として、日本人自らの教育再建を専門的に援助するために勧告したものである
ことが強調されている。 
教育再建の基本原則として、日本の教育制度は、中央集権的な教育制度で、官僚独善的な教育行政、
特権者のための学校組織、画一的な詰めこみ主義など 19世紀型の古い教育制度に基づいており、近代
の教育理念にもとづいて改革しなければならないと強調している。また、教育再建の方向性として、
個人を出発点とし、民主主義の生活に適応した教育制度は「個人の価値と尊厳」を認識し、各人の能
力と適正に応じて、教育の機会を与えるよう組織され、個人のもつ力を最大限に伸ばすことが基本で
あると明示した。教育行政については 2つの勧告を出した。第 1に、極端な中央集権から地方分権を
進めることである。第 2 に、教育行政を一般行政から独立させるために、都道府県および市町村に公
選による独立した教育委員会をあらたにもうけることで文部省の権限を大幅に削除することであ
る １５。 
  
 （教育刷新委員会） 
 1946年 8月 10日に内閣に教育刷新委員会が設置された １６。発足当初の委員長は安倍能成、副委員
長は南原繫である。安倍能力はヨーロッパへ留学経験もあり自由主義者、南原繁はキリスト教信仰者
であり、民主主義と自由主義を支持するメンバーがそろった。教育刷新委員会の前身は、米国教育使
節団をサポートすることを目的に、GHQの要請によって設置された日本側教育家委員会であり １７、後
身は現在の中央教育審議会となる １８。日本側教育家委員会の設置を指示した GHQの覚書では、「日本
教育の革新につき文部省に建言すべき常任委員会」で「使節団の退去後、問題の研究を継続」するこ
とを求めており、これに応える改組であった １９。戦後教育改革の基本となった諸方策は教育刷新委員
会の審議を経て決定されており、重要な役割を果たした ２０。 
 教育刷新委員会の発足には、GHQ の民間情報教育局（以下、CIE）が関与した。CIE は教育刷新委員
会が文部省の影響を受けないように、委員に文部省職員を 1 人も入れないことを求め、また、文部省
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から管轄を外すために総理大臣直属の機関になったのである ２１。 
 1946年 9月 7日に第 1回総会が開かれた。吉田内閣総理大臣代理の幣原国務大臣は、敗戦の原因は
つき詰めると教育の誤りにあったと述べ、戦後の日本には教育刷新が必要で国政の優先的努力を教育
問題に集結するために内閣に教育刷新委員会を設置したと力説した。また、GHQ の覚書に基づいてい
ること、委員には教育の各分野の権威者を網羅したこと、官僚的要素を含まないこと、という教育刷
新委員会の 3つの特徴を田中耕太郎文部大臣は挙げ、委員会の自主的な審議検討を要望した ２２。その
ため、単に諮問に応じて答申するだけでなく、積極的に「教育に関する重要事項を調査審議」し、そ
の結果を内閣総理大臣に建議することも任務とした ２３。 
 
（教育基本法） 
表 1 教育基本法の制定過程 
（出所：文部科学省ホームページ「教育基本法制定の経緯」を元に筆者作成 ２４） 
 
戦後の民主的教育体制の確立と教育改革の実現にとって一番の基本は「日本国憲法」の制定である。
そして、日本国憲法制定を受けて「教育基本法」が制定され、教育勅語は廃止された ２５。旧憲法には
教育に関する条項はなく勅令によって定められていたが、国民主権を掲げる新憲法では法律によって
規定することとなった ２６。教育基本法の特性は 3つあるという。第 1に教育に関する基本的な理念お
よび原則を国民代表によって構成する国会で法律によって定めたこと、第 2 に憲法の理念をふまえて
教育の理念を宣言するものとして異例な前文を付していること、第 3 に今後制定すべき各種教育法の
理念と原則を規定していることである ２７。第一条教育の目的および第二条教育の方針はすでに「米国
教育使節団報告書」、「新教育指針」および教育刷新委員会の建議に示されている新しい教育の基本的
な考え方を述べたものである。教育基本法制定過程における審議経過などを詳細に確認し検討を加え
る準備が本稿にはないため、基本的な制定過程を表 1 にまとめて確認することにとどめる。教育基本
法の構想については、田中耕太郎文部大臣、教育刷新委員会、GHQ がそれぞれの立場から各々が問題
関心を有していた。教育刷新委員会における審議と調整によって原案が作られ、「教育基本法案要綱（2
月 28日案）」として教育刷新委員会第 25回総会で承認され、教育基本法案が 1947年 3月 4日に閣議
決定された。閣議や議会においても激しい審議が行われ、法案は 1947年 3月 12日に成立した ２８。 
1945年9月15日 文部省は、戦後の新しい教育の根本方針として「新日本建設の教育方針」を発表。
1945年10月22日
1946年3月5日
1946年3月7日
1946年6月27日
1946年7月3日
1946年8月10日
1947年3月4日 教育基本法案を閣議決定。
1947年3月12日 政府案に若干の字句訂正を行い、枢密院会議において可決。
1947年3月12日 第92回帝国議会で原案どおり可決・成立。
1947年3月31日 教育基本法は公布・施行。
GHQは「日本教育制度に対する管理政策」を指令、教育内容、教育関係者、教科目・教材
等の在り方について指示
GHQが日本に民主的な教育制度を確立するための具体的方策を求めるために米本国に派
遣を要請した米国教育使節団（第一次）が来日。日本教育家の委員会（GHQの求めにより
設置）と協力して、1946年3月30日に報告書をとりまとめ、4月7日に公表。
同報告書は、日本の教育の目的や内容をはじめ、実施すべき多くの事項を提案しており、教
育組織の根本的変更を必要とする内容のもの。教育勅語については、儀式等におけるその
取扱いが問題とされたが、教育基本法のごとき法律を定めようとするような内容は含まれて
いなかった。
第90回帝国議会において帝国憲法改正案が審議された際、田中耕太郎文部大臣は、教育
根本法ともいうべきものを早急に立案して議会の協賛を得たい旨を答弁。
教育に関する重要事項を調査審議するために、内閣総理大臣の所管下に教育刷新委員会
を設置。同委員会では、総会の他に、教育の基本理念に関する事項を検討するため第一特
別委員会を設置し、2ヵ月余の間に12回にわたり検討を重ね、11月29日、教育基本法制定
の必要性と、その内容となるべき基本的な教育理念等について、総会において決議、12月
27日に内閣総理大臣あて報告。
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３．２ 吉田内閣の日教組対策：1946年～1954年 
 第 3次吉田茂内閣の頃から ２９、日教組との対立が深くなった。サンフランシスコ講和条約の締結や
選挙における日教組の集票力の強さが要因である。そのため、自民党による日教組対策が行われてい
く。 
1950年 6月 25日に朝鮮戦争が勃発する。また 1951年 9月 8日にサンフランシスコ講和条約の単独
講和として締結し（1952 年 4 月 28 日発効）と日米安全保障条約を締結した。朝鮮戦争を契機に GHQ
の要請で 1950年 8月 10日に警察予備隊が創設され、1952年 10月 15日に保安隊、1954年 7月 1日に
自衛隊へと改編されていった。こうした政治の動きに対して、日教組の活動は政治性を強め、平和、
基地反対、全面講和など体制との対決姿勢を鮮明にしたのである。それと共に、日教組は選挙で強さ
を見せた ３０。そのため、1946 年 1 月 13 日より学者が文部大臣を歴任してきたが ３１、吉田茂内閣の
1952年 8月 12日には政治家である岡野清豪が（在職期間：1952年 8月 12日〜1953年 5月 21日）、
1953年 5月 21日には元内務官僚である大達茂雄党人が（在職期間：1953年 5月 21日～1954年 12月
10 日）文部大臣を担うこととなり ３２、教育政策の目的は日教組対策を中心に、日教組との対立姿勢
を強めていった ３３。 
 そこで、2つの法律が制定された。「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時
措置法」と「教育公務員特例法の一部を改正する法律」である。この 2 つの法律は教育界では「教育
二法」と呼ばれており、教育基本法の精神に基づき、義務教育諸学校における教育を党派的勢力の不
当な影響または支配から守ることを目的として、1954年に激論の末に、1954年 6月 3日に公布、1954
年 6月 13日に施行された。 
 制定にあたっては、中央教育審議会が 1954年 1月 18日に答申を出している。この答申では、日本
教職員組合（以下、日教組）が作成した活動の基本方針を示した資料（日教組が資料提供）を具体的
に取り上げて、結成の自由を認めながらも日教組の活動が政治的活動であること、さらに主張につい
ては一意見として認めながらも一方に偏向していることを、資料中の文言を示しながら問題視し、立
法措置を要請した。なお、本答申に対しては、審議会委員の中からも東京大学学長の矢内原忠雄委員、
元文部大臣の天野貞祐委員、同じく前田多門委員が反対したとされる ３４。 
「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（中確法）」では、児童又は
生徒に対して、特定の政党等を支持させ、またはこれに反対する教育を行うことを教唆し、又は扇動
したものは一年以下の懲役または 3万円以下の罰金に処する、とされた。また、「教育公務員特例法の
一部を改正する法律（教特法）」では、教師の政治活動を国家公務員なみに規制するものとなった。 
 中確法は臨時措置法として成立以来、中確法の適用事例は 1 件もない。政府原案は国会審議の過程
で骨抜きにされ制定と同時に事実上封印されたという評価がある一方で、法律の存在自体が教員に対
する萎縮効果をもつという指摘もある。これらの検証は容易ではない ３５。また、教特法については、
文部科学省が、教育職員の懲戒処分に係る処分状況を公表しているが、法令違反に関する処分理由の
分類項目に「政治的行為」がなかったため、本法の適用件数は不明であった。平成 9年度以降、「政治
的行為」 （ 「公職選挙法違反」及び「教特法違反」）が分類項目に追加されたため、適用件数が明ら
かになった。平成 9年から平成 20年の間で懲戒処分が 10件を超えたことは 1回だけであった ３６。 
 
３．３ 鳩山内閣による教育委員会制度改革：1954年～1957年 ３７ 
 吉田内閣が退陣したあと、鳩山一郎内閣が誕生する。吉田茂の官僚的、高圧的な政治手法と長期政
権には国民の支持は離れていた。そのため、新政権は支持され、いわゆる鳩山ブームが起きた。戦後
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教育政策について、吉田内閣では日教組対策が中心であったが、鳩山内閣では平和と民主主義、教育
の機会均等、教育行政の地方分権などを根幹とする戦後教育そのものを議論の俎上に乗せようとした。
憲法改正、再軍備、自主外交、それらと一体となり教育改革が目指された ３８。 
 鳩山内閣では、戦後教育の根幹にかかわる 3 つの法案が提出された。教育制度全般にわたる改革の
ために内閣直属の審議会を設置するための「臨時教育制度審議会設置法案」、教科書検定を強化するた
めの「教科書法案」、教育委員会制度を公選制から任命制へ変更するための「地方教育行政の組織及び
運営に関する法律案」である。地方教育行政の組織及び運営に関する法律だけが成立した ３９。 
 1948 年 7 月 15 日に教育委員会法が公布・施行された。アメリカの制度をモデルに戦後の民主化政
策の一環として導入された。これは、米国教育使節団報告書の勧告をうけ、教育刷新委員会が建議を
内閣総理大臣に提出し、文部省が法案を作成して議会に提出されたものである。当時、地方教育行政
改革の方針として 3点あった。第 1に教育の地方分権として、権限上一般行政機関から独立した教育
委員会を設置し、地域の教育に責任をもつ行政機関とすること。第 2 に教育委員会の委員の選任方法
を一般公選として、地方住民の教育に対する意思を公正に反映させ、教育行政の民主化を徹底するこ
と。第 3 に教育が不当な支配に服さないために、その行政機関の自主性を保てるよう制度的保障をす
ることが目指された ４０。具体的には次の通りである。 
都道府県に都道府県委員会、市町村に地方委員会を設置した。地方委員会は町村によって構成され
る一部事務組合に設置することができる。都道府県教育委員会に 7名、地方委員会に 5名の委員をお
き、1 名は議会の議員から議会で選挙し残りは公選する。公選の委員の任期は 4 年（議会議員の委員
は任期中）。教育委員会は首長に対して教育関係予算の原案を提出することができる。基本的理念とし
てはレイマン（layman）コントロールにあり、一般人の常識をもとに合議し、地域の教育の基本的な
枠組みや方針を決める。その上で、学校の管理運営や教育行政の執行は専門家の手に委ねられた。こ
れらにより、ときの権力の影響から教育の独立性を保とうとした。しかし、結果は異なり、戦後間も
ない時代の尖鋭的なイデオロギー対立が教育委員会に持ち込まれ、政治闘争の場になってしまったり、
首長と教育委員会が同等の権限を持つため、双方の予算案が議会に提出され混乱が生じた ４１。具体的
には 5点挙げられよう ４２。 
第 1 に、選挙が政党基盤に行われがちになり、政治的確執が教育委員会運営に持ち込まれる恐れが
あった。 
第 2 に、強力な推薦母体をもつ人が当選しやすく、支持基盤の団体が教育行政に対して影響力を持
ち始めた（現職教員も大量に送り込まれた）。 
第 3に、住民の関心が薄く、棄権率が高く、公選制の意義が生かされなかった。 
第 4に、小規模市町村にまで教育委員会を設置することの非効率性。 
第 5に、地方公共団体における統一的な予算編成の阻害。 
 
このような中、1955年 11 月に発足した自由民主党は、「教育に関する国の責任と監督の強化」を掲
げ、 教育委員会制度の改廃を緊急政策とした ４３。1956年 6月、第 3次鳩山内閣において、地方公共
団体における教育行政と一般行政との調和、教育の政治的中立と教育行政の安定の確保とともに、国・
都道府県・市町村一体としての教育行政制度確立を目的として、1956 年 9 月 30 日に教育委員会法が
廃止され、現行の教育委員会制度を規定する「地方教育行政の組織及び運営に 関する法律」が制定し
た ４４。 
 教育委員会法でうたわれた基本原則である「民主化」「地方分権」「一般行政からの独立」から、「教
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育の政治的中立と教育行政の安定」「国、都道府県、市町村を一体とした教育行政制度の樹立」「教育
行政と一般行政との調和」への修正・転換となった ４５。そこで、（１）教育委員の選出方法を公選制
から任命制に変更、（２）地方公共団体の長と教育委員会の関係を修正し、教育委員会がもつ予算案・
条例案の「原案送付権」を廃止 ４６、（３）国（文部省）の権限を拡大強化し、文部大臣による教育長
承認権や地方教育行政の是正措置要求権など設定 ４７、といった 3つの修正・変更が行われた ４８。 
 
３．４ 岸内閣での勤務評定反対闘争：1957年～1960年 ４９ 
岸信介内閣では、1957年から 1959年にかけて、勤務評定反対闘争が起きた ５０。地方公務員法に規
定のある勤務評定を実施することに対して、各都道府県教職員組合、日本教職員組合等が猛烈に反対
した。1956年 11月に愛媛県教育委員会が、当時の県財政の悪化を解消するために、教職員の昇給を、
勤務評定を根拠に実施する計画を立てたことがきっかけとなった。1958年には、全国的な勤務評定反
対の運動が広がっていた。各都道府県教職員組合や教職員組合は選挙の際には強力な政治勢力となる
ため、自民党を脅かす存在であった。そのため、自民党の労働族と言われる議員らが中心となって、
これらの反対運動を阻止することが進められた。自民党労働族の動きに遅れながら、文部省は勤務評
定の実施の方針を出し続け、勤務評定の実施が全国に広がっていった。勤務評定の評定書をもとにし
て昇給に差をつけることは、実際には行われず形骸化していったのであるが、自民党の狙いとおり、
日教組対策としては大きな効果をあげた。愛媛、徳島などで日教組が崩壊したり、多くの県で校長が
組合から離れたのである。 
 
４．考察 
 終戦直後では、GHQ による民主化政策が行われ、民主化のための最重要政策として民主主義と自由
主義の具現化を目指した教育改革が行われた時代であった。そして、民主化政策という一大政治イシ
ューと教育政策が一致したと言えよう。1952年にサンフランシスコ講和条約が発効されるまでは、終
戦直後で、GHQ の管理の下で教育改革が行われたという特殊な状況であった。そのような状況の中、
政策形成の主体は日本政府とは関係なく GHQ であった。日本政府に対して、GHQ は占領政策における
大きな権力を有しており、教育政策の明確な方向性を GHQは示していた。ただし、日本政府は GHQに
完全に従属していたわけではなかった。「新日本建設の教育方針」に見られた通り、GHQの関与に関係
なく、そもそも日本政府は軍国主義を反省し、平和国家の建設を掲げ、民主的・文化的国家を目指そ
うとしていた。また、GHQ は教育刷新委員会をつくることを認め、日本政府が自主性を発揮し独自に
考える体制も整備した ５１。教育刷新員会を内閣に設置し、文部省と距離をとった経緯から、教育政策
に関わるアクターとして、GHQ、教育刷新委員会、文部省という 3者構造があった。教育刷新委員会で
は、自由主義者や国際経験が豊富な人物、キリスト教信仰者などが登用されており、民主主義と自由
主義を支持するメンバーがそろい、GHQ が目指している方向性とおおよそ足並みをそろえられるメン
バーであった。文部省では、文部大臣と文部省官僚の主張が常に一致していた訳でなく、文部大臣の
担い手次第で文部省のスタンスは大きく左右された。さらに、文部大臣や事務次官には元内務官僚経
験者が就くこともあり、内務官僚経験者なのか否かについても重要な要因となった。 
 吉田内閣の 1950年頃では、日教組対策が教育政策の中心的テーマであり、同時に、重要な政治イシ
ューの 1つであった。具体的には、「義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措
置法」と「教育公務員特例法の一部を改正する法律」である。鳩山内閣の 1955 年前後では、「地方教
育行政の組織及び運営に関する法律」が成立し、教育委員会の委員は公選制から任命制に変更された。
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これによって、教育行政の中央集権化が確立され、自民党の意向が教育行政に広く貫徹する体制が制
度的に整った。他方で、自民党にとっては日教組対策であったが、現実問題として委員の公選制がね
らい通り機能していないなど、教育委員会の問題点は明らかになっており、教育行政にとっては解決
すべき問題を抱えている状況にあった。岸内閣では、1957 年から 1959 年にかけて、勤務評定反対闘
争が起こった。きっかけは愛媛県の財政事情は地方政治事情であったが、日教組対策として自民党が
全国での勤務評定実施に力を入れ、日教組の組織を弱体化させていった。 
 これらの吉田内閣、鳩山内閣、岸内閣の教育政策における政策形成主体は自民党であり、日教組対
策が主な目的であった。しかし、個々の教育政策を確認していくと、吉田内閣と鳩山内閣では捉え方
が異なり、日教組対策であったり、憲法改正と同様に日本の文化や考え方を反映した教育改革の展開
であったりと、意図や主旨は少しずつ異なっている。また、現実に生じている教育をめぐる課題や問
題は確かに存在し、その対処が求められていたという事情も存在していた。教育委員会が公選制から
任命制に変更されたことはその典型例である。政治の観点から理解すると中央集権の強化や教育行政
への政治介入が制度的に構築されたと解釈されるが、行政実務の観点からは首長部局と教育委員会と
の間の非効率性を解消したり公選制をめぐる混乱を収束させ、円滑で安定した教育行政が目指された
と解釈することができる。 
 管理の側面から考えてみると、管理の目的を明確にする必要性が見いだされよう。GHQ が民主化を
進めた時には、終戦まで行われていた日本の教育の方向転換を行い、民主主義と自由主義を広め平和
国家を目指すための教育を展開しようとした。そして、そのために必要な管理体制を整えていった。
吉田内閣以降になると、中央集権化が強化されたり日教組対策が講じられるが、それらの目的は自民
党の政治的利益の獲得やイデオロギーの具現化が中心的で、問題の本質を捉え政策的に取り組まれた
ものとは言い難いであろう。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                 
以上のことから、今日とは異なり終戦直後から 1955年前後においては、政治の問題として教育政策
は政治の表舞台で大きく取り上げられた点は、大きな特徴と言えよう。その要因や政策過程の確認・
解明、政策研究としての評価については本稿の残された課題である。 
（受付日：2017年 3月 15日） 
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１ したがって、本稿で「教育政策」と用いる場合は、中央政府レベルの教育政策を示している。 
２ 例えば次の文献がある。小川正人（2010）『教育改革のゆくえ』ちくま新書、明星大学戦後教育史研究センター（1993）『戦
後教育改革通史』明星大学出版部、戦後教育の総合評価刊行委員会編（1999）『戦後教育の総合評価』国書刊行会、山住正己（1987）
『日本教育小史』岩波新書、読売新聞戦後史班編（1982）『教育のあゆみ』読売新聞社。 
３ 西岡晋（2001）「医療政策過程分析の枠組み」早稲田政治公法研究、673: 57-87頁参照。 
４ 小川正人（2002）「教育行政研究における教育政策過程研究レビューと課題設定」『東京大学大学院教育学研究科教育行政学
研究室紀要』21、117-118頁参照。 
５ 西尾勝（2001）『行政学（新版）』有斐閣、50-52頁参照。 
６ 政策の窓モデルを使って分析することも有効だと筆者は考えている。 
７ 山崎政人（1986）『自民党と教育政策』岩波新書、4-5頁参照。 
８ 文部省は 1947年 4月から 6・3の新学制をスタートさせるために、教育基本法と学校教育法と教育委員会法を同時に成立さ
せるつもりだったが、調整が間に合わず、同時に成立させることはあきらめた。読売新聞戦後史班編、前掲書、410頁参照。 
９ 米国教育使節団が来日する以前から、公民教育構想が前田多門（文部大臣）を中心に構想されていたことも注目に値する。 
１０ 文部省（1972）『学制百年史』帝国地方行政学会、679-681頁参照 
１１ 同上、681-686頁参照。 
１２ 紙幅に限りがあるため、団員をすべて示すことができないが、団長は心理学者のジョージ・D・ストッダード（George D. 
Stoddard, 1897-1981）で、女性 4人と黒人 1人を含む 27名であった。 
１３ 米国教育使節団報告書に次いで、1946年 6月に、日本の新教育推進に大きな役割を果たしたとされる教師のための手引書
『新教育指針』を文部省は発行した。この発行は、米国教育使節団報告書の発表後であるが、編集は 1945年秋から企画され、
GHQの指導の下に修正を繰り返して完成した。同上、688-689頁参照。 
１４土持ゲーリー法一「米国教育使節団」（明星大学戦後教育史研究センター編『戦後教育改革通史』明星大学出版部、1993年、
96-97頁参照）。文部省、前掲書、686-688頁参照。 
１５ 土持ゲーリー法一、前掲論文、94-98頁参照。 
１６ 紙幅に限りがあり全ての委員を示すことはできないが、南原繁（東京帝国大学総長）、田中耕太郎（文部省学校教育局長）、
森戸辰男（国会議員）らがいた。田中は留学経験がありキリスト教信仰者、森戸はドイツへ留学経験がある。 
１７ 文部省、前掲書、689頁参照。 
１８ 1952年 6月 6日に文部大臣の諮問機関として中央教育審議会が設置される。 
１９ 読売新聞戦後史班編、前掲書、330頁参照。 
２０ 同上、330頁参照。文部省、前掲書、689-690頁参照。 
２１ CIEは、日本側教育家委員会の発足時にも文部省職員を委員に入れないことを求めていたが、教育刷新委員会発足時は特に
厳しかった。文部省は米国教育使節団報告書の勧告に前向きではなく、CIEは文部省を信用していなかったという関係者のコ
メントがある。読売新聞戦後史班編、前掲書、330-331頁参照。 
２２ 同上、333頁参照。文部省、前掲書、690頁参照。 
２３ 読売新聞戦後史班編、前掲書、331頁参照。 
２４ 文部科学省 HP「教育基本法制定の経緯」（2017年 2月 22日閲覧、
http://www.mext.go.jp/b_menu/kihon/about/003/a003_01.htm）を参照。 
２５ 教育基本法制定構想は教育勅語の問題が契機となり、なんらかの新しい教育理念を明らかにする必要があった。杉原誠四郎
（2003）『教育基本法の成立（新訂版）』文化書房博文社 61-69頁参照。 
２６ 教育基本法の前文では、新しい憲法の理念の実現は根本において教育の力に待つべきことおよび「日本国憲法の精神」に則
りこの法律を制定したことを述べている。 
２７ 文部省、前掲書、690-693頁参照。 
２８ 詳細な議論の経過を知るには次の文献が参考になる。杉原誠四郎、前掲書、を参照。 
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２９ 吉田茂内閣の在職期間を改めて確認しておく。第 1次：1946年 5月 22日～1947年 5月 24日、第 2次：1948年 10月 15
日～1949年 2月 16日、第 3次：1949年 2月 16日～1952年 10月 30日、第 4次：1952年 10月 30日～1953年 5月 21日、
第 5次：1953年 5月 21日～1954年 12月 10日。 
３０ 山崎政人、前掲書、10-11頁参照。 
３１ 順に、安部能成、田中耕太郎、高橋誠一郎、森戸辰男、下条康麿、高瀬莊太郎、天野貞祐。 
３２ 大達茂雄が文部大臣になった際に、事務次官と初等中等教育局長に旧内務官僚を配置した。山崎政人、前掲書、12-13頁参
照。 
３３ 読売新聞戦後史班編、前掲書、428-432頁参照。 
３４ 後に参議院の公聴会において、答申原案を作成した中教審第３特別委員会主査の河原春 作は、３つの反対意見を紹介し、
「日本教職員組合は平和憲法と教育基本法をも忠 実に実践しているのであるから、こういう答申案を作る必要がない」、「日本
教職員組合の やり方には憤懣を禁じ得ないけれども、立法措置をとることはどうかと思う」、「中央教育 審議会というものが
あるのだから、その具体案を諮問した上でやってもらいたい。その諮 問のないうちは反対」との理由であったことを明らかに
した。戸田浩史（2010）「昭和 29年の教育二法の制定過程」参議院事務局『立法と調査』305号、46頁参照。 
３５ 同上、55頁参照。 
３６ 同上、55頁参照。 
３７ 鳩山一郎内閣について。第 1次：1954年 12月 10日～1955年 3月 19日、第 2次：1955年 3月 19日～1955年 11月 22
日、第 3次 1955年 11月 22日～1956年 12月 23日。 
３８ こうした鳩山一郎内閣の根底には強いナショナリズムがあったという見方がある。山崎政人、前掲書、15頁参照。 
３９ この法案が国会に提出された際、教育行政の中央集権化と教育内容の国家管理強化に対する懸念とともに、教育の自主性と
創意による教育活動を抑圧する危険性が指摘され、学会、教職員組合、教育関係団体などから反対声明や反対運動が起こった。
採決の際には、警官 500人が出動しながら強行採決がなされた。堀内孜編（2000）『地方分権と教育委員会制度』ぎょうせい、
61頁参照。 
４０ 教育委員会法第 1条では、教育が不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきであると
いう自覚のもとに、公正な民意により、地方の実情に即した教育行政を行うことが求められた。 
４１ 前川喜平（2006）「わが国における教育委員会制度の変遷」『法律文化』vol261,8-11頁参照。 
４２ 安田隆子（2007）「教育委員会」『調査と情報』566号、2頁参照。 
４３ 朝日新聞「自由民主党の政策」1955年 11月 19日付朝刊、1面参照。 
４４ 安田隆子、前掲論文、1頁参照。 
４５ 教育委員会法の制定以来、課題や問題点が指摘され検討も行われていたが、地教行法の制定過程では中教審に諮問されなか
った。しかし、1953年 7月 25日に中教審は教育委員会の公選制について維持すべきだと答申しており、留意が必要であろう。
山崎政人、前掲書、24頁参照、堀内孜編（2000）『地方分権と教育委員会制度』ぎょうせい、58-59頁参照。 
４６ 同時に、教育財産の取得・管理・処分権、所掌事項に関する契約締結権、予算執行権も教育委員会から首長に移された。同
上、61-64頁参照。 
４７ その他に、地方教育行政の調査権、資料報告の提出要求権が設定されたり、義務教育諸学校教職員の任免権が都道府県教育
委員会に移された。 
４８ 同時期に、地教行法体制の浸透過程として学校管理規則がこの時期に行われており、今日における教育政策の管理の側面か
ら検討するためには重要なトピックであることには留意されたい。同上、65-71頁参照。 
４９ 岸信介内閣について。第 1次：1957年 2月 25日～1958年 6月 12日、第 2次：1958年 6月 12日～1960年 7月 19日 
５０ 山崎政人、前掲書、24-31頁参照。 
５１ GHQと日本政府（または文部省）との関係の評価は慎重な検討を要するが、例えば、教育刷新委員会は占領期間全期にわ
たって、アメリカ側が文部省を使って教育改革を行うために、きわめて重要な役割を果たしたという指摘がある。杉原誠四郎、
前掲書、87頁参照。 
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